
安易なたばこ税の引き上げに反対する意見書

政府の税制改正大綱が昨年１２月２２日に閣議決定され、たばこ税について、平成

２２年度において１本当たり３．５円の税率引き上げを行うことが決定されました。

たばこは、たばこ税・消費税を合わせ約６３％の高い税負担率が課せられ、国・地

方たばこ税の合計で年間約２兆１，０００億円の税収を確保しており、その６０％が

地方自治体の一般財源となるなど、上田市にとっても貴重な財源となっています。

一方、たばこの販売数量は、少子化に伴う成人人口の減少という構造的な要因に加

え、健康に対する意識や喫煙環境の変化等による喫煙率の低下により、平成１１年度

から１０年連続して減少しています。

たばこ税は安定的な財源確保が可能なことから、これまでもたびたび引き上げられ

てきましたが、安易な増税は、喫煙者の負担が過重となり税の公平性の観点からも不

適切と言わざるを得ません。また、販売数量の一層の減少が見込まれることから、小

売業者や耕作者を初めとするたばこ関連産業全体に大きな打撃を与えるとともに、地

方自治体の税収減にもつながりかねません。

よって、国におかれては、このような実情を十分に考慮し、今後は安易なたばこ税

の引き上げを行わないよう強く要請します。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成２２年２月２５日

上田市議会議長 丸 山 正 明


